
「平成 28年度業務実績等報告書（自己評価書）」の一部に誤記がありましたため、お詫び申し上げるとともに以下の通り訂正いたします。 

 

正誤表 

該当箇所 正 誤 

ページ番号 0-1 

４．その他評価に関する重要事

項 

（１） 

（1）独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成 26年法

律第 66 号）附則第 8 条に規定する経過措置の適用により、

第 3期の中期目標・中期計画は、同法による改正前の独立行

政法人通則法に基づくものとなっていたことを踏まえ、項目

別自己評定調書記載事項の扱いを以下のとおりとする。 

〔中略〕 

②「2.主要な経年データ」の「①主要なアウトプット（アウ

トカム）情報」には定量的指標及びモニタリングのための

主要な数値実績を記載する。 

③「2.主要な経年データ」の「②主要なインプット情報」に

ついて、評価項目のうち、〔以下略〕 

（1）独立行政法人通則法附則第 8 条に基づく経過措置の適用

により、項目別自己評定調書記載事項の扱いを以下の通りと

する。 

〔中略〕 

②「2.主要な経年データ」の「①主要なアウトプット（アウ

トカム）情報」には定量的指標及びモニタリング 

③のための主要な数値実績を記載する。 

④「2.主要な経年データ」の「②主要なインプット情報」に

ついて、評価項目のうち、〔以下略〕 

ページ番号 0-1 

４．その他評価に関する重要事

項 

（２） 

（２）平成 28 年度計画に新たに記載した以下の定量指標につ

いては、各項目の「達成目標」欄に括弧を付して記載した。 

（２）平成 28年度計画に記載した以下の定量指標については、

各項目の「達成目標」欄に括弧を付して記載した。 

ページ番号 2-14 

日本映画上映 

事業概要 

基金フィルムライブラリー、配布 DVD等を適宜活用し、〔以下

略〕 

基金フィルムライブラリー、、配布 DVD 等を適宜活用し、〔以

下略〕 

ページ番号 2-14 

日本映画上映助成 

事業概要 

日本映画上映事業を企画実施する海外の映画祭、芸術祭、映画

専門機関等に対し、〔以下略〕 

日本映画上映事業を企画実施する海外の映画祭、芸 j 通再、映

画専門機関等に対し、〔以下略〕 

ページ番号 3-2 

２．主要な経年データ 

①（６） 

（平成 28年度） 

2,241 

/ 104 

（平成 28年度） 

2,252 

/ 104 



参加者数/国数 

ページ番号 3-4 

イ．日本語の学習・教授方法の

IT 化に即した e ラーニング

事業の整備・推進 

「みなと」のユーザー登録者数は平成 28年度末時点で 10,622 

人となっている。 

「みなと」のユーザー登録者数は平成 28年度末時点で 10,922 

人となっている。 

ページ番号 3-11 

エ．政策的要請への対応 

（ア） 

インドネシア及びフィリピンにおいて、日本に受け入れる看護

師・介護福祉士候補者合計 649人（インドネシア：326人、フ

ィリピン：323人、前年度の合計 635人から 2％増）を対象に、

来日前の日本語予備教育事業を 6か月間実施した。 

インドネシア及びフィリピンにおいて、日本に受け入れる看護

師・介護福祉士候補者合計 660人（インドネシア：326人、フ

ィリピン：334人、前年度の合計 635人から 4％増）を対象に、

来日前の日本語予備教育事業を 6か月間実施した。 

ページ番号 3-17 

さくらネットワーク研修（上級

準備・基礎） 

事業概要 

（上級準備） 

「さくらネットワークメンバー」に所属し、高度な専門知識や

技能を必要としている日本語教師を対象に研修を実施する。 

（上級準備） 

「さくらネットワークメンバー」に所属し、高度な専門知識や

技能を必要としている日本語教師を対照に研修を実施する。 

ページ番号 3-17 

専門日本語研修 

【看護士・介護福祉士候補者日

本語予備教育】 

参加者数 

継続 635人 

新規 649人 

継続 635人 

新規 660人 

ページ番号 5-2 

主な評価指標 

＜主な定量的指標＞ 

①“日本語パートナーズ”平成 28年度長期派遣数 260名程度 ①“日本語パートナーズ”平成 28年度派遣数 260名程度 

 

以上 


